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Ⅰ.デラウエア会社法の特徴
D.デラウエア裁判所と判例法理の特徴
これまで述べてきたように,デラウエア会社法の特徴は消極的な立法による
司法への依存である｡デラウェア州の立法府は立法による成文化に消極的であ
り,重要な問題であればあるほど制定法の規定を設けず,司法による事後的な
法創造に委ねる傾向がある｡デラウエア会社法においては,裁判所の判断の集
積によって形成された判例法が中核的な役割を果たしている｡そのため,デラ
ウエア会社法の特徴を理解するには,判例法の特徴も理解する必要がある｡以
下では,デラウエア会社法の判例法理の特徴的な点を述べる｡その前に,デラ
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ウエア衡平法裁判所の歴史を概観することにする｡デラウエア会社法の判例法
理の特徴はデラウエア衡平法裁判所の歴史に由来するところが大きいからであ
る｡
1.デラウエア衡平法裁判所小史
(1)デラウエア衡平法裁判所の起源 :中世イギリスとエクイティ
デラウエア衡平法裁判所の起源は中世イギリス (England)まで遡ることが
できる107)｡デラウエアは,1676年にイギリスがオランダから取得した植民地
である｡当時のイギリスでは,ロー (law) (コモンロー)108)とエクイティ
(equity)の二重の法体系が用いられていたので,デラウエアでもこのような
二重の法体系が導入された｡このようなイギリスの二重の法体系は中世に起源
がある｡
中世イギリスでは,コモンローの裁判は次第に技術的性格を強め柔軟性を欠
くようになり109),技術的110)･手続的な理由111)で救済が与えられないことが
107)WiliamT.Quilen&MichaelHanrahan,AShortHistoryoftheDelauJare
CourtofChanceryl179211992,18DEL.J.CoRP.L.819,820(1993)lhereinafter
"Quilen&Hanrahan,DelauJareCourt"].
108)エクイティ (equity)と対比して用いられる場合,ロー (law)とコモンロー
(Commonlaw)は同じものを指す｡特に断りのない限り,本節では両者を区別す
ることなく用いている｡コモンローの起源については,例えばJoHNNoRTON
PoMEROY,ATREATISEONEQUITYJURISPRUDENCEASADMINISTEREDINTHE
UNITEDSTATESOFAMERICA(SpencerW.Symons,ed.5thed.)vol.1at17(1941)
を参照｡
109)〟.at21(｢コモンローの裁判官は,先例によって定式化された法理やルールを
重視し,そのようにして確立されたローの精神や書式を変更したり離脱することに
頑固に抵抗した｣｡ ｢ローのルールが明白な不公正を産み出す場合が頻発し,先例に
よって確立されたローの原則が適用できない場合が頻繁に発生しただけでなく,コ
モンローの裁判官はそれまでの判断によって既に確立された法理の修正を認めよう
としなかったので,別の手法を採用し異なった傾向を示すもう一つの裁判所の必要
性と理由が生じた｣).
110)〟.at31(｢原告の権利は,書式の技術的な事項に不十分な点があると破棄され
る傾向にあった｣).
111)〟.at28(コモンロー裁判所とは ｢別個のエクイティの裁判権が必要になった
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多 くなった112)｡コモンロー上の救済を得られない当事者は,救済を求め国王
(theKing)に請願を行うようになった｡このような請願が多 くなると,国王
は大法官113)(LoadChancelor)に請願を送付するようになった114)｡国王に
対 して行われていた請願は,後には直接大法官になされるようになり115),大
法官裁判所 (エクイティ裁判所,衡平法裁判所)(CourtofChancery)と呼ば
れる裁判所が形成された116)｡
大法官は,救済を与えることが正義によって要求されていると思われる場合
は,国王の璽 (King･sseal)を用いて救済を与えた｡大法官は聖職者117)とし
-･最後の理由は,非常に初期の段階で裁判所によって確立され,驚くべき頑固さで
固執している特殊な手続である｡この手続は,固定された数の ｢訴訟方式 (forms
ofaction)｣をもたらした｡あらゆる救済上の権利はこれらの方式のうちの一つに
よって執行されなければならなかった｡もしある事件の事実が訴訟方式のうちのい
ずれにも適切でない場合,損害を被った当事者は通常のローによる救済を受けるこ
とができなかった｡この場合,被害者が救済を受ける唯一の方法は,国王(theKing)
に直接申立てることであった｣).
112)〟.at32(｢-･コモンローの裁判所は,着実に増加する多数の権利と救済に対し
て門戸を閉ざしており,より広範でより衡平な裁判権と手続の方式をもつ別個の裁
判所が絶対的に必要となった｡そうでなければ正義は否定されてしまうだろう｣).
113)大法官はイギリス国王の最も重要な助言者であり,国王評議会(King'sCouncil)
の長を兼ねることが多かった｡大法官の起源については,id.at16も参照｡
114)〟.at38(｢-大法官は,国王またはSelectCouncilからの委任により,特別の
裁判権,すなわち恩恵 (Grace)の裁判権を行使するようになった｣);idat39(｢国
王とその評議会 (council)の国王大権の司法機能のもとにやってきた事件が大法
官に-･付託されるという慣例がひとたび始まると,その慣習は急速に成長し,その
ような争いを取り扱う一般的な方法になった｣).
115)〟.at42(｢裁判所の業務が増加し定期的に継続して行われるようになり,原告
の訴状や申立ては国王や評議会ではなく直接大法官のもとへ送付されるという慣習
が,リチャード2世の時代に確立された｣).
116)〟.at39(｢エドワード3世の時代に,大法官裁判所は国王大権の裁判権の行使
が必要とされる訴訟を判断するための通常の裁判所として完全に機能するようにな
り,コモンローの裁判所が与えることができない,または与えようとしない特別の
救済を与えるようになった｣).
大法官裁判所の起源については,idat36138も参照｡さらに,以上について,
MauriceA.Hartnett,II,TheHistoryoftheDelawareCourtofChancery,48BUs.
LAW.367,368(1992日hereinafter,`Hartnett,HistoryoftheDelawareCourt"]も参
照｡
117)EdwardRock教授が,論文のタイトルに聖人と罪人 (SaintsandSinners)と
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ての訓練を受けていることが多かったので,ロー裁判所 (lawcourts)よりも
さらに道徳的で柔軟な正義を施した118)｡このような手続から発生した信認義
務という概念は,大法官だけがエクイティの名において課すことのできる｢ロー
を超越 した (supra-legal)｣義務として,緩やかに定義される義務として発達
した｡このような ｢ローを超越 した｣性質は,現在の会社の取締役が負う信認
義務においても生き続けている119)120)｡
大法官裁判所は,他の裁判所との競合を避けるために,他の裁判所が十分な
救済を与えることができない事件だけを審理するようになった121)｡そのため,
いう言葉を用いているのや,デラウエア裁判所の裁判官の特徴として説教者
(preacher)的という説明を行っているのは,おそらくエクイティの起源にこの
ような教会の聖職者の性質があることを意識してのことと思われる0EdwardB.
Rock,SaintsandSinners.･HouJDoesDelawareCorporateLauJWork.244UCLAL.
REV.1009,1016(1997)(裁判官は,警察官ではなく説教者であると考えると,会社
法における裁判所の役割をより正確に理解できる).
118)PoMEROY,∫〟♪γαnOte108,at42(｢-大法官は,ロー裁判所の能力を完全に超
越した-救済を与えることができる｡大法官は,-その当時までに確立されたルー
ルに制約されることなく,この種の救済を非常に自由に用いることができたようで
ある｣).
エクイティの起源にキリスト教的道徳があることについては,id.at12-13,20
を参照｡
119)WiliamT.Alen&RenierKraakman,CommentariesandCasesontheLawof
BusinessOrganization(Chapter8NormalGovernance:ThedutyofCare)(unpub-
1ishedmanuscript,onfilewithauthorin2001),
120)現代においても,信認義務の有するエクイティの性質は,アメリカ会社法の基
本的な原則となっている｡取締役と役員は会社の行為を行う法律上の権限を有して
いるが,エクイティの裁判所は,株主の利益を保護するために,必要であれば,事
後的に取締役や役員の行為を規制する｡この点を明示的に述べた古典的な文献は,
例えば,AdolfA.Belle,CorporatePou)ersAsPou)ersinTrust,44HARV.L.REV.
1049,1049(1931)(会社の経営者に付与された権能は常に株主全体の利益のために
行使される必要があるので,｢規定上は権限付与が絶対的であり,その権限の行使
が技術的には正しいとしても,そのような権限が[株主の]利益を害するように行使
された場合は,エクイティ (衡平法)上の制限に服することになる｣).
121)但し,ローとエクイティの裁判権を分かつ境界は必ずしも明確ではなかった0
PoMEROY,SuPranote108,at42(｢ロー裁判所とエクイティ裁判所の裁判権を分か
つ境界線に関する両裁判所の間の論争は,実際には,完全に決着がつくことはなかった｡
おそらく,二つの裁判権が一つに融合するまで,あるいは少なくとも同じ手続におい
て同じ裁判官によって行使されるまでは,その論争は必然的に続いたに違いない｣).
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二つの別個の裁判所が刑事事件以外の事件を審理することとなった｡大部分の
事件はロー裁判所で審理され,ロー裁判所における救済が十分でない事件が大
法官裁判所 (エクイティ裁判所)で審理された｡両裁判所とも独自に裁判官と
書記を備え,それぞれ別個に手続と先例を発展させた122)｡ローとは異なり,
エクイティでは,柔軟で,公正と正義 (fairnessandjustice)を重視する原則
が発展した｡エクイティから生まれた最も重要な法理は信託 (trust)であり,
エクイティから発生した最も重要な手続は,特定履行 (specificperformance)
と差止め (injunction)である123)｡
(2)植民地化以後
イギリスがアメリカの植民地化を進めていた時点で,このような法システム
は既に形成されていた｡イギリスが1676年にデラウエアをオランダから取得し
たときに,このような二重の法体系をもつイギリスのシステムも導入された｡
導入当時は,エクイティの事件を扱う別個の裁判所は設けられなかった｡植民
地化されてから1792年までの間は,コモンローの裁判所である一般訴訟裁判所
(CourtofCommonPleas)の裁判官がエクイティに関する裁判権(jurisdiction)
も行使 していた｡1792年のデラウェア州憲法124)により,衡平法裁判所
(courtofChancery)125)と大法官 (Chancelor)という職位が新たに創設さ
れた｡それに伴い,エクイティに関する裁判権は,コモンローの裁判所 (law
｡｡urts)から分離され,衡平法裁判所の大法官に与えられた126)｡
このようなデラウェア州の判断は,当時のアメリカの趨勢からすると,特異
122)以上につき,Hartnett,Hl'storyoftheDelau)areCourt,at368を参照｡
123)Quilen&Hanrahan,DelawareCourt,at821.
124)ArticleⅣ,Section140ftheSecondDelawareConstitution(1792)の第1文｡
125)既に述べた沿革からすると,CourtofChanceryという言葉は大法官裁判所と
訳す方がその沿革にも語義にも忠実で適切であるように思う｡しかし,我が国の会
社法の文献では,エクイティについての裁判権をもつ裁判所という点を強調したため
か,衡平法裁判所と訳されることが多いので,デラウェア州のCourtofChancery
に言及する際は,特に断らない限り,衡平法裁判所という語を用いている｡
126)Quilen&Hanrahan,DelauJareCourt,at822,839.
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であった｡独立した別個の衡平法裁判所を創設しなかった州も多く,別個の裁
判所を創設した州であっても,独立戦争の前後には衡平法裁判所を廃止してい
た｡独立戦争後は,ほとんどの州で,同一の裁判官がローとエクイティの事件
について審理できるように,裁判権を統合する動きが始まっていた｡しかし,
デラウェア州は逆のコースを辿った｡デラウェア州では,1792年まではローと
エクイティの裁判権は同一の裁判所の裁判官が行使していたが,1792年になっ
て突如別個の衡平法裁判所を新設したからである｡このような選択をデラウェ
ア州が行ったのは,大物裁判官のために新たなポストを作り出す必要があった
ためともいわれている127)｡
デラウェア州以外の多くの州では,ローとエクイティの区別は廃止され,両
者は単一の裁判システムに統合されるようになった｡しかし,デラウェア州は,
1792年にエクイティを扱う独立した衡平法裁判所を新たに創設した後も,ロー
とエクイティの区別を廃止してしまうような訴答手続 (pleading)を法制化す
ることもなかったし,エクイティとコモンローを一つの裁判システムに統合す
ることもなかった128)0
18世紀から19世紀にかけて会社形態が発展するにつれて,デラウエア衡平法
裁判所も会社の紛争について救済を与えることが多くなった129)｡エクイティ
上の法理と救済手段,特に信託の法理は,会社内部の紛争を解決するのに適し
ていた｡信託の法的構造と会社の法的構造に類似性があるからである｡会社の
財産をコントロールする立場にある取締役の地位は,信託の受託者 (trustee)
の地位と類似していたので,エクイティの裁判所が信託の受託者の信認義務を
取締役に拡張したのは驚くに値しない｡エクイティの裁判所であるデラウエア
衡平法裁判所は,信認義務を用いた会社の紛争解決に適した性質を備えていた｡
127)〟.at825-26.さらに,デラウェア州の植民地時代の独特な歴史も,衡平法裁判
所の設立に親和的であった｡衡平法裁判所を新たに作り出すことを可能にしたデラ
ウエアの政治的･経済的背景については,id.at825-31を参照｡
128)Id.at831;Hartnett,HistoryoftheDelauJareCourt,at369.
129)Quilen&Hanrahan,DelauJareCourt,at832.
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19世紀を通 じて,解決する会社の紛争の数と種類が増えるにつれて,デラウ
ェァ衡平法裁判所の会社の問題に関する裁判権 も拡大 していった130)0 19世紀
後半には,デラウェア州の立法府も,デラウエア衡平法裁判所を会社法の問題
に関するフォーラムとして指定するようになった131)｡19世紀の間に,衡平法
裁判所は,デラウェア州の会社に関する様々な制定法上の請求とエクイティ(衡
平法上)の請求を取 り扱う裁判所になっていった132)｡
20世紀に入ると,州間の会社設立誘致競争が活発になった｡ニュージャージー
州が州間の会社設立誘致競争から離脱した後は,デラウェア州が覇権を握った｡
州の立法府はそれまでの立法のポリシーを転換 し,投資家保護の役目を放棄 し
た｡そのために生 じた様々な弊害を抑止 し矯正する役割は,立法府ではなく,
裁判所が担った133)｡デラウエア衡平裁判所がエクイティの裁判所であったと
いうことは,この役割に非常に適 していた｡デラウエア衡平裁判所134)は,エ
クイティ上の法理である信託から信認義務を導入することによって,様々な会
社法上の矯正的 ･救済的なルールを柔軟に作 り出していった｡
2.現代のデラウエア会社判例法の特徴
(1) エクイティの具体的な現れ
現代のデラウエア裁判所の判断のなかにも,エクイティの性質を見出すこと
ができる｡元来,エクイティは,手続的 ･技術的な制約からローでは十分な救
済を与えることができない場合に,正義と公正を実現し,事案に応 じた柔軟な
130)〟.
131)1833年法は,会社の解散手続や会社の帳簿閲覧についての争いを取り扱う裁判
所として,デラウエア衡平法裁判所を指定した｡〟.at834.
132)Id.
133)以上について,例えば,玉井利幸 ｢アメリカにおける授権法思想の発生 -デ
ラウエア会社法を中心に-｣一橋論叢132巻 1号1-25頁 (2004年)を参照｡
134)デラウェア州では,デラウエア最高裁判所が別個の裁判所として設けられたの
は1951年である｡それまでは,同じ裁判所の裁判官で,原審の審理に参加していな
かった裁判官が上訴の審理を行っていた｡Quilen&Hanrahan,DelawareCourt,
at848,デラウエア最高裁判所のサイト (http://courts.delaware,gov/Courts/
Supreme%20Court/?history.htm)も参照｡
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救済を与えるために発生し,発達してきた｡デラウエア衡平法裁判所とデラウ
ェァ最高裁判所の裁判官を務めたWiliamT.Quilen135)元裁判官は,今日でも
デラウェア州ではこのようなエクイティの性質は失われていないとし136),デ
ラウェア州のエクイティの特徴を詳しく説明している137)｡Quile｡元裁判官
の述べるデラウェア州のエクイティの特徴をまとめると,(1)正義と公正を重視
し,(2)一般的な原則に基づき,(3)事案に応じて (fact-specific),(4)柔軟な解決
を行うこと,とすることができる｡実際に,このようなエクイティの特徴は,
現代のデラウエア裁判所の判断の中に見ることができる｡
第一に,正義 と公正を重視するという特徴である｡これは,｢不公正な
(inequitable)行動は,それが法律上 (legaly)可能であるというそれだけの
理由で許容されるようになるのではない｣138)という,有名なSchnel事件の文
言に典型的に現れている｡
第二に,一般原則を適用して,一般原則から新たな法理を作 り出すという特
徴は,例えば,Revlon事件139)に見ることができる｡Revlon事件では,会社
135)1973年から76年にデラウエア衡平法裁判所の大法官を,1978年から1983年の間
にデラウエア最高裁判所の判事を務めた｡Quilen&Hanrahan,Delau)areCourt,
at819.
136)対照的に,デラウエア衡平法裁判所の祖先であるイギリスの大法官裁判所は,
手続的な柔軟性を欠くようになっただけでなく,法理上の柔軟性も失われていった
ために,1875年に廃止された｡〟.at821.
137)本文の記述は,Quilen元裁判官の以下の文章をまとめたものである｡
｢デラウェア州の大法官は,2世紀に渡り,事件に特有の状況に対処するための
救済を注意深く作り出し,特定的で詳細な判示 (holding)をするようにして,広
範なルールを述べることを避けてきた｣｡Id.at821.
｢デラウェア州のエクイティの極意は,イギリスに起源を持つ二つの古い概念に
集約される｡第一に,エクイティは良心に基づく公正性 (fairness)という道徳的
感覚 (moralsense)である｡第二に,エクイティは,普遍的なルールは常に特定
の事件に適切に適用できるわけではないということを認識している｡エクイティと
は,正義のために,一般的な道徳的原則 (broadmoralprinciples)(すなわち法格
言 (maxims))を特定の状況の事実に柔軟に適用するということである｡デラウ
ェア州はこの本質を失わないでいる｣｡〟.at821-22.
138)Schnelv,Chris-CraftIndus.,Inc"285A.2d430,439(Del.1971),
139)Revlon,Inc.V.MacAndrews&ForbesHoldings,Inc.,506A2d173(Del.1986).
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を売却する場合は合理的に利用可能な最高の価格を獲得しなければならないと
いういわゆるRevlondutyが述べられた｡Revlondutyは,受任者 (trustee)
は信託財産を最も高い価値で売却しなければならないというデラウエア法の伝
統的な原則から産み出された｡Revlon事件の判断は,このようなデラウェア
州で古来から確立している原則を,売却される財産が会社そのものである場合
に適用したのである140)｡
第三に,問題となっている事案の性質に応じた取扱いをするという特徴は,
例えば,取締役の独立性に関する判断に見ることができる｡デラウェア州では,
取締役の独立性について,すべての問題に適用される画一的な定義は提供され
ていない｡取締役の独立性は,事件ごとに,問題となっている事案の性質に応
じて判断される141)｡例えば,派生訴訟を提起する前の提訴請求が免除される
か否かを判断するために取締役の独立性が問題になる場合と,少数株主の締出
合併がなされる場合に従属会社に設けられる特別取引委員会の取締役の独立性
が問題になる場合とでは,独立性を判断するための要素は異なる｡
第四に,事案に応じて柔軟な解決を導くという点である｡デラウエア裁判所
は,制定法上の救済では十分でない場合には,衡平法上の救済を作 り出してい
る｡例えば,Weinberger事件142)では,詐欺や不実表示などにより,制定法
上の株式買取請求権による救済では十分でない場合は,大法官の権能は完全で
あるとして,信認義務違反を理由に,新たなエクイティ上の金銭的な救済方法
140)J.TravisLaster,ExposingaFalseDichotomy:TheImplicationsoftheNo-Talk
CasesfortheTime/RevlonDoubleStandard,3DEL.LREV.179,206(2000)(｢デラ
ウエア法は,長くに渡って, 『受任者が現金で資産を売却する場合,その受任者の
義務は利用可能な最上の価格を獲得するというただ一つの目的を追求することであ
る』ということを認識してきた｡Revlon事件は,ただ単に,このような確立され
た原則を,売却される資産が会社そのものである場合に適用しただけである｣);
LeoE.StrineJr.,CategoricalConfusionIDealProtectionMeasuresinStock-for-
StockMergerAgreements.56BUs.LAW.919,927n.25.
141)NormanVeasey&ChristineT.DiGuglielmo,WhatHaPPenedinDelaware
CorporateLawandGovernancefrom199212004.PARetrospectiveonSomeKey
DeveloPments,153U.PA.LREV.1399,1470(2005).
142)Weinbergerv.UOP,Inc.457A.2d701(Del.1983).
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を作り出した143)｡
(2)デラウエア会社判例法の一般的な特徴
デラウエア裁判所の判例法の一般的な特徴は以下のようにまとめることがで
きる｡
｢裁判官によって作られたデラウエア法は,柔軟で高度に事実に特化したス
タンダードを好み,強固なルール (hardrules)を回避している｡その結果,
異例なほど高度な柔軟性をもっている｡典型的なデラウエアの意見は,特定の
事実が,長期にわたって普遍的に受け入れられている信認の原則 (fiduciary
principles)と結びついて,事件の結果を明確に決定しているかのように読む
ことができる｣144)｡
このように,デラウエア裁判所の判断の特徴は,事案に応じた(fact-intensive)
柔軟な解決を,広範な原則に基づいて,一般的 ･普遍的なルールに定式化する
のが困難な判示でもって導いている点にある145)｡デラウェア州の判例法にこ
のような特徴があるのは,デラウエア会社法の判例法理の起源がエクイティに
由来していることを考えると,不思議ではない146)0
このようなデラウエア会社判例法の特徴は,暖味で不明確であると批判され
ることもある｡事前の段階では,暖味で不明確という性質は避けがたい｡エク
イティの判断の性質上,事後的に,問題となっている事件の事実が明らかに
143)〟.at714(｢-詐欺,不実表示,自己取引,会社資産の意図的な浪費,著しく
明白な不行跡が行われている場合には,買取請求権の救済は十分でないかもしれな
い｡そのような場合は,大法官 (Chancelor)の権能は完全であり,取消的損害賠
償 (rescissorydamages)などの,何らかの形態のエイクティ (衡平法)上の金銭
的救済を作り出すことができる｡-大法官の裁量の見地からすると,完全な公正の
基準,すなわち公正取引と公正価格に基づき,判決は-金銭的損害賠償の形態をと
るべきである｣).
144)Kahan&Rock,SymbioticFederalism.at1598.
145)JilE.Fisch,ThePeculiarRoleoftheDelauJareCourtsintheCompetitionfor
CorporateCharters,68U.CIN.LREV.1061,1075-76(2000).
146)〟,atlO77(｢エクイティの法体系がデラウエア会社法の柔軟性に寄与してい
る｣).
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なって,その特定の事実と結びつかないと具体的な結論が導かれないからであ
る｡事後的に一般的 ･抽象的な法理が事案に応じてカスタマイズされるので柔
軟性は高いが,事前の明確性は犠牲にならざるを得ない｡そのため,事前の段
階での明確性を重視する者にとっては,このような不明確さは受け入れ難く,
否定的な評価が下される147)｡逆に,このような柔軟性を肯定的に評価する者
もいる148)0
3.現代のデラウエア裁判所の特徴
デラウェア州の裁判所のシステムは,アメリカの他の州と比べると,特異な
歴史を経て形成されてきた｡現在でも,その特異性は失われていない｡
デラウェア州では,会社に関する事件は衡平法裁判所 (CourtofChancery)
が担当する｡デラウエア衡平法裁判所は会社法の事件を専門的に取 り扱う事実
審裁判所 (trial｡｡urt)である149)｡アメリカで,会社法の事件を専門的に扱
147)例えば,EhudKamar,ARegulatoryCompetitionTheoryofIndeterminacyin
CorporateLaw,98CoLUM,L.REV.1908(1998);MarcelKahan&EhudKamar,
PriceDiscriminationintheMarhetforCorporateLou),86CoRNELLL.REV.1205
(2001).しかし,現在では,判例の集積により,デラウエア会社判例法は十分な予
測可能性を持っているかもしれない｡Rock,Supranote117,at1017(｢デラウエア
の判断は事実特殊的で (fac卜specific),説話的な性質を有しているが,その判断は
時間の経過とともに合理的な明確性をもったガイドラインを生み出している｣).
148)例えば,Fisch,su♪ranote145,at1082-88.もちろん,デラウエア裁判所の裁判
官はこのような特徴を高く評価し,積極的に宣伝している｡例えば,LeoE.Strine,
Jr.,DelauJare'sCorporate-LawSystem:IsCorporateAmericaBuyinganExquisite
JeweloraDiamondintheRough.フAResponsetoKaha71&Kamar'sPriceDiscri-
minationintheMarketforCorporateLau),86CoRNELLL.REV.1257(2001).この他
にも,デラウエア裁判所の裁判官が自画自賛している文献はたくさんある｡後の注
159で引用している文献を参照｡このような事前の明確性と事後的な柔軟性のトレー
ドオフについては,玉井利幸 ｢会社法の自由化と事後的な制約 -デラウエア会社
法を中心に-(2)｣一橋法学3巻3号1129-45頁 (2004年)も参照｡
149)デラウエア衡平法裁判所は,会社法の事件だけでなく,信託,不動産,受認者
などエクイティ全般と,制定法で指定されている事柄を取り扱う｡詳しくは,デラ
ウエア衡平法裁判所のサイト (http://courts.delaware.gov/Courts/Court%20
of%20Chancery/?jurisdiction.htm)を参照｡デラウエア衡平法裁判所に繋属してい
る事件の約750/Oは会社関係の事件である｡Fisch,sup71anote145,at1077.
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う事実審裁判所を持つ州はデラウェア州だけである150)｡デラウエア衡平法裁
判所では,陪審員を用いず事件の審理が行われ151),懲罰的損害賠償の付与が
禁止されている152)｡デラウエア最高裁判所の5人の裁判官のうち,数名はか
っての衡平法裁判所の裁判官を務めた者であるのが通例である｡現在は3人が
衡平法裁判所の元裁判官である｡そのため,会社法の事件は,事実審裁判所と
上訴審裁判所の両方のレベルで,会社法を専門とする裁判官によって判断され
る｡デラウエア衡平法裁判所に捉起される訴えの数自体は多くなく,事件の解
決は迅速である153)｡
裁判官の選出方法も特徴的である｡裁判官の選出方法は憲法で規定されてい
る154)｡他の多くの州と異なり,デラウェア州では,裁判官は選挙によって選
出されるのではく,指名委員会によりその能力 (merit)に基づいて選出される｡
このように,選挙を経ずに裁判官が任命される州は珍しく,全米で8州しかな
い155)｡さらに,デラウェア州の憲法は,二つの党から裁判官を送ることを強
制している156)｡このように,選挙を経ずに任命されるだけでなく,党派的な
バランスを維持することが憲法により要請されているので,デラウェア州の司
法は政治的な対立から免れている157)｡
上述のようなデラウエア裁判所の特徴はアメリカでも際立っている｡デラウ
ェア州以外にも,例えば,ニューヨーク州,イリノイ州,マサチューセッツ州,
ペンシルベニア州,ネバダ州などのように,ビジネスの紛争を専門的に取り扱
う商事裁判所 (businesscourt)を創設している州もある｡しかし,これらの
多くの州では,商事裁判所の裁判官は選挙で選出されている｡デラウェア州以
150)Kahan&Rock,SymbioticFederalism.at1602.
151)Del.Const.art.IV,§10.MarcelKahan&EhudKamar,TheMythofState
CompetitioninCorpo71ateLaw,55STAN.LREV.679,708(2002).
152)Hamermesh,PolicyFoundatio7才S,at1760.
153)〟.
154)Del.Const.art.Ⅳ,§3.
155)Kahan&Rock,SymbioticFederalism,at1603.
156)Del.Const.art,Ⅳ,§3,
157)Veasey&DiGuglielmo,sup7Tanote141,at1402.
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外の州の特別裁判所では,陪審員付で審理が行われる｡設置の根拠が州憲法で
規定されているのはデラウェア州の衡平法裁判所だけであり,他のほとんどの
州の特別裁判所は行政規則に設置の根拠がある｡デラウェア州の衡平法裁判所
は独立の裁判所であるが,他の州の商事裁判所は一般の裁判所の一部門に過ぎ
ない｡さらに,デラウェア州以外の州の商事裁判所は,会社法に関する紛争だ
けでなく,契約なども含むビジネスに関する紛争全般を扱っている158)｡
デラウェア州の裁判官の活動も特徴的である｡法廷外での対外的な活動を非
常に活発に行い,デラウエア会社法の宣伝 ･普及活動に努めている｡論文の発
表159),ロースクールなどで行われる学術的な会議や講演会への参加160) A〉7ミ
社役員への講演などを通じて,デラウエア会社法の伝道を精力的に行っている｡
このような活動に従事する理由はいくつか考えられる｡一つは,デラウエア
会社法の宣伝 ･普及を通じた裁判官の自己利益の増大である｡デラウエア裁判
所の裁判官は,デラウエア会社法の法創造において決定的に重要な役割を果た
している｡デラウエア会社法の宣伝が奏功し,デラウェア州で設立する会社の
数が増えれば,裁判官の活躍する機会も増える｡デラウエア会社法の優秀性を
喧伝することによって,その法創造において決定的に重要な役割を果たしてい
る裁判官自らの名声を間接的に高め,自らの金銭的 ･非金銭的利益の増進を図
ろうとしているのかもしれない｡
もう一つは,デラウエア会社法の法創造の特殊性を克服するためである161)｡
158)デラウエア衡平法裁判所と他の州の商事裁判所については,Kahan&Kamar,
Supranote151,at708-715,特に711頁のTable4(商事裁判所の比較表)を参照｡
159)デラウエア裁判所の裁判官による主な論文は,Kahan&Rock,Symbiotic
Federalism,at1603-04n.117を参照｡その注では,1996年から2003年の間に発表
された23本の論文が引用されている｡さらに,Hamermesh,PolicyFoundations,at
1759m38も参照｡
160)デラウエア裁判所の裁判官による主な講演活動のリストは,idat1788192
(AppendixA)を参照｡
161)RonaldJ.Gilson,TheFineArtofJudgingIWiliamTAlen,22DEL.I.CoRP.
L.914,917-18(1997).さらに,デラウエア裁判所の裁判官が伝導活動を行う理由と
意義については,Kahan&Rock,SymbioticFederalism,at1614も参照｡
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デラウエア会社法の大きな特徴は,重要な法的ルールの大部分が裁判官によっ
て作られた法であるということにある｡立法という形態をとるのであれば,法
制作者が望ましいと思ったルールを作成することができるが,裁判所が法を作
るには事件が裁判所に訴えられる必要がある｡しかし,必ずしも,裁判官が望
ましいと思うルールの創造に適した事件が発生し,裁判所に提起されるわけで
はない｡裁判官がある問題を解決するために望ましいルールを思い描いたとし
ても,そのルールを適用するのに適した事件が裁判所に持ち込まれなければ,
裁判所による法創造はできない｡法の発展は,偶然に左右される｡このような
制度的制約をある程度克服するために,未だ裁判になっていない問題や,裁判
所が部分的にしか判断していない問題について,論文や講演で裁判所の考えを
予め示すのである｡そうすることによって,将来裁判所によって創造されるか
もしれないルールを予め予告し,会社の取締役や役員に裁判所が望ましいと考
える行動の指針を与え,取締役や役員の行動を誘導しようとしているのである｡
判決文の長い傍論も同様な効果を意図している｡デラウエア裁判所の裁判官が
事件の解決には直接関係のない傍論を詳しく述べるのも,裁判所の意図を会社
関係者に予め告知するのである｡
Ⅱ.日本の新会社法の特徴
2005年に制定された新しい会社法162)の特徴は,規制緩和である163)｡それ
までの画一的な禁止を廃止して,自由の領域を拡大し,会社法の柔軟性を高め
ることが目的とされる｡自由で柔軟な会社法制を実現するという目的は,デラ
ウエア会社法と同様である164)｡しかし,その日的を達成しようとする手段や
162)平成17年法律第86号｡
163)相揮哲･郡谷大輔 ｢新会社法の解説(1)会社法制の現代化に伴う実質改正の概
要と基本的な考え方｣商事法務1737号 (2005年)16-17頁｡
164)そのため,新会社法はアメリカ化したといわれることもある｡例えば,岩原紳
作 ｢新会社法の意義と問題点 Ⅰ総論｣商事法務1775号 (2006年)6-7頁｡しか
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立法ポリシーは,以下で述べるように,大いに異なる｡
デラウエア会社法の特徴が消極的で自己抑制的な立法による司法への依存に
あるのに対し,日本の新会社法の特徴は行政の主導による積極的な成文化にあ
る｡デラウエア会社法では,法の具体的な内容やポリシーの決定を裁判所の判
断に先送りする事後主義のアプローチがとられている｡それに対し,日本の会
社法では,法務省が法務省令を用いてそれらを先取りする事前主義のアプロー
チがとられている｡デラウエア会社法は司法依存モデルと呼ぶことができるの
に対し,日本の会社法は行政主導モデルと呼ぶことができる｡
A.新会社法の立法ポリシーの特徴
日本の新会社法の立法ポリシーの特徴は,詳細な成文化と事前の明確性の追
求にある｡これはデラウエア会社法と正反対である｡デラウエア会社制定法は,
暖味な文言を用いたり,規定自体を設けないことによって,事前に具体的な法
の意味内容を提供するのを可能な限り回避しようとしている｡できる限り ｢書
かない｣というポリシーが採られている｡制定法の暖昧さを許容し,具体的な
解決は裁判所の判断に先送りする事後主義のアプローチがとられている｡その
ため,デラウエア会社法では,裁判所による法創造や自由の濫用の弊害是正な
ど,裁判所の事後的な役割が非常に大きくなっているので,司法依存モデルと
呼ぶことができる｡
それに対し,日本の会社法は,詳細に成文化を行うことによって暖昧さをな
くし,明確性を可能な限り追求しようとしている165)｡起こりうる,理論的に
可能性のある全ての場合を成文化しようとしている166)｡事前に ｢全て書き尽
し,以下で見るように,会社立法のポリシーや,会社制定法に期待される役割,立
法･司法･行政による会社法のルールの作成と発展に対する関与の程度などは大き
く異なっている｡
165)しかし,以下で述べるように,そのような試みは必ずしも成功しているとは言
えない｡
166)具体的なニーズがあるかどうか不明でも,論理的にありうる規定であれば,予
め成文化しておこうという発想であったようである｡稲葉威雄･郡谷大輔 ｢対談･
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くしたい｣(成文化 したい)という意欲が見て取れる167)｡法務省令への委任
を多用し,できる限り事前に解決を与えてしまい,裁判所の事後的な役割に委
ねる余地を少なくしようとしている｡行政の主導による積極的な成文化により,
できるだけ事前に成文の解決を与えようとする事前主義のアプローチがとられ
ている｡
事前に可能な限り明確化したいという意思は,以下のような点に見ることが
できる｡まず,非常に多 くの定義規定を設けている点である168)｡会社法の定
義語の数は300近い｡そのなかには,会社法全体に渡って通用する一般的な定
義の規定169)と,ある編や章,節,条,項など,部分的にのみ通用する特別の
定義がある｡さらに,法務省令のレベルで定義されている用語も多い｡しかも,
定義のなかには,同じ文言が用いられているのに,ある場所と別の場所では異
なった意味内容170)が与えられている場合もある171)｡従来は定義することは
会社法の主要論点をめぐって｣企業会計58巻6号 (2006年)168頁 (以下では, ｢稲
葉 ･郡谷対談｣と引用)の郡谷発言 (｢-･特定のニーズを思い浮かべて制度をつく
るということを,会社法はしていませんので｡要するに,あるニーズがありますと
いわれれば,それをカバーするためだけではなく,そのニーズを含めて許容される
範囲を全ての対象にする制度を用意しますというふうにしています｣)0
この点も,デラウエア会社制定法の,可能な限り立法を回避するという立法ポリ
シーと正反対である｡前のⅡ.A.を参照｡
167)岩原 ･前掲注164･11頁 (｢会社法規範をなるべく法文にすることを目指し,法
文の文言による解釈を重視して,法の趣旨や規定の経緯,法の原理や条理に基づく
解釈や,定款による法内容の補充の余地を排除しようとしている｣)｡
168)会社法と法務省令で用いられている定義語については,長島･大野 ･常松法律
事務所 『ァドバンス新会社法 [第2版]』商事法務 (2006年)9-10頁と802-892頁
を参照｡
169)会社法2条各号を参照｡
170)例えば, ｢-を含む｣ ｢-を除く｣というような表現によって,同じ文言が拡大
されたり縮小されたりして,特別の意味内容が与えられている場合もある｡
171)例えば,｢会社｣という語は,2条1号によって内容が定められる一般的な定義
の他に,2種類の特別の定義がなされている｡2条1号による ｢会社｣の一般的な
定義では外国の会社は含まれない｡しかし,会社の事業行為の商行為性を規定する
5条では ｢会社｣には ｢外国会社を含む｣として定義が拡張されている｡事業譲渡
等の承認等に関する規定である467条1項3号では,｢外国会社その他の法人を含む｣
として,5条による定義よりもさらに広い特別の定義がなされている｡長島･大野 ･
常松法律事務所 ･前掲注168･9-10頁参照｡
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困難であると考えられていた社債のように172),会社法の規定の適用範囲を事
前に明確にするために突如173)定義されたものもある174)｡このように,定義
規定を多数設け,概念を確定し,定義や規定の適用範囲や適用関係を明らかに
しようとすることによって,規定の明確化を図り (｢ルール｣化),事前の明確
性を向上させようとしている175)｡
次に,自由が認められる範囲も,事前に明確化しようとしている｡例えば,
定款自由 (定款自治)が認められる範囲である｡定款自由が許容される場合は
会社法の条文にその旨を規定し,それ以外は定款自由が認められないとするこ
とによって,自由が認められる領域と認められない非自由の領域を明確に区別
しようと試みている176)0
さらに,株主平等の原則という原理原則も成文化 している177)｡事前に成文
172)例えば,神田秀樹 『会社法 [第6版]』弘文堂 (2005年)230頁｡
173)法制審議会の議事録や ｢会社法制の現代化に関する要綱｣を見ると,社債の定
義を行うという考えはなく,条文の起草段階で社債の定義規定が設けられることに
なったようである｡本多正樹 ｢会社法上の社債の定義をめぐる諸問題 [上]｣商事
法務1781号 (2006年)21頁｡
174)立案担当者は,社債に関する規定の適用範囲を明確化するために,社債の定義
規定が設けたとする｡相棒哲 ･黄玉匡美 ｢新会社法の解説(13)社債｣商事法務1715
号 (2005年)13-14頁｡しかし,この試みは成功しているとは言い難い｡社債の定
義を設けたことによって,暖味な解釈を排除し,社債に関する規定の適用の有無が
明確になったとはいえない｡本多 ･前掲注173･21頁,本多正樹 ｢会社法上の社債
の定義をめぐる諸問題 [下]｣商事法務1782号12頁参照｡
175)明確化しようとする強い意欲が見て取れるということであって,明確化が成功
しているかどうか,明確化のコストを上回るベネフィットが得られているかは別で
ある｡かえって混乱を招いているように思えるものもある｡例えば,親会社と子会
社の定義や自己株式の取得の規制, ｢役員｣の範囲などは明確化の試みがかえって
混乱を招いているかもしれない｡正井正作 ｢法務省令 (会社法施行規則)の問題点
と評価｣森淳二朗 ･上村達男編 『会社法における主要論点の評価』中央経済社 (2006
年)49-55,76-77頁参照｡
176)相滞 ･郡谷前掲注163･16頁｡立案担当者は,自由と非自由の二億的な区分けが
可能であり,立法によってその区分けを事前に行うべきであると考えているのかも
しれない｡しかし,この試みも必ずしも成功しているとはいえない｡宍戸善一 ｢新
会社法の意義と問題点 Ⅱ 定款自治の範圃の拡大と明確化｣商事法務1775号 (2006
年)21,25頁参照｡
177)株主平等原則を成文化したことも,新たな混乱を生んでいるかもしれない｡前
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化することによってその概念を明確にし,固定化することによって,裁判所の
裁量 と法創造の余地を狭めている｡そうすることによって,裁判所がこの法理
を用いて事後的に介入を行 う可能性を低下させようとしている｡
全てを ｢書 き尽 くしたい｣という事前の明確化への意欲は,法務省令への委
任の多用 と詳細な法務省令の規定に強 く表れている｡会社法の委任を受けて,
会社法施行規則178),会社計算規則179),電子公告規則180)の三本からなる法務
省令 (以下ではこれ ら三本の規則 をまとめて法務省令 とする)が制定 され
た181)｡会社法下の法務省令は,旧商法 と比べると,質 ･量 ともに大 きく変化
した｡旧商法では,法務省令への委任事項は69であったのに対 し,会社法では,
法務省令への委任事項は320にも及ぶ182)｡法務省令の条文数 も,旧商法下の
商法施行規則では200か条であったのに対 し,会社法の委任 を受けた法務省令
の条文数は合計で445か条にもなる183)｡
委任事項の内容 も,旧商法の商法施行規則184)と比べると大きく変化 してい
田雅弘他 ｢座談会 新会社法と企業社会｣法律時報78巻5号 (2006年)22頁 (野村
修也発言)｡株主平等原則を定める会社法109条1項は,形式的には平等であっても,
実質的には不平等な株主の取扱いを正当化する根拠として用いられるかもしれな
い｡
178)平成18年法務省令第12号｡
179)平成18年法務省令第13号｡
180)平成18年法務省令第14号｡
181)会社法と省令の制定の経緯については,例えば,相津哲 ｢会社法 ･政省令の制
定と公布 ･施行｣商事法務1754号 (2006年)34頁を参照｡
182)法務省令に委任することの可否,その範囲については会社法の立法作業の過程
では,特に議論されなかったそうである｡稲葉 ･郡谷対談148頁の郡谷発言参照｡
法務省令への委任という手法の問題点については,稲葉威雄 『会社法の基本を問
う』中央経済社 (2006年)180-185頁参照｡法務省令の問題点については,例えば,
正井 ･前掲注175,岩原 ･前掲注164･11頁参照｡法務省令の制定過程を含む会社法
の立法過程の問題点と批判については,例えば,上村達男 ｢新会社法の性格と法務
省令｣ジュリスト1315号 (2006年)2-7頁,稲葉威雄 ｢会社法の論点解明(｣｣民
事法情報245号 (2007年)ll-20頁 (以下では,｢稲葉 ･論点解明｣と引用)を参照｡
183)内訳は,会社法施行規則は238か条,会社計算規則は198か条,電子公告規則は13
か条である｡
184)平成14年法務省令第22号｡最終的な改正は平成16年に行われた (平成16法務省
令第62号)0
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る｡従来の商法施行規則の条文数200か条のうち,そのほとんどは会社の計算 ･
監査に関する規定であった185)｡その内容も,参考書類の記載事項や,会社の
計算 ･監査に関する細目など,技術的 ･細目的な性格のものがほとんどであっ
た｡それに対 し,会社法では,法務省令の合計条文数445か条186)のうち,会
社の計算 ･監査に関する条文は過半数を割ってしまった187)｡さらに,技術的 ･
細目的な事項にとどまらず,実質的な内容をもつものが大幅に増えた188)｡そ
のため,会社法の規範を決定する権限の重要な部分が,立法レベルから省令レ
ベルへと移っている189)｡
このように,日本の会社法は,会社法自体と法務省令で会社法の規範を詳細
に規定し,事前の明確性を追求することによって,裁判所の事後的な解釈や判
断に委ねる余地を可能な限りなくそうとしている｡会社法本体で暖昧性が残っ
たり,書き尽 くせなかった事項であっても,裁判所の事後的な介入の可能性を
減らすために,法務省令で事前に可能な限り明確にしようとしている｡会社法
の規定の暖味な,疑義ある部分は,裁判所の解釈や当事者の交渉による自主的
な取決め (アレンジメント)による解決に委ねるのではなく,行政のイニシア
185)200か条のうちの167か条｡
186)内訳は,会社法施行規則は238か条,会社計算規則は198か条,電子公告規則は13
か条である｡
187)445か条のうちの198か条｡
188)例えば,江頭憲治郎｢新会社法制定の意義｣ジュリスト1295号 (2005年)5頁 (｢会
社法では,法務省令に委任されている事項が増えた印象があり,しかも,相当に実
質的な事項で法務省令に委任されているものが少なくない｣)｡さらに,稲葉 ･郡谷
対談148-49頁の稲葉発言,座談会 ｢会社法関係法務省令案の論点と今後の対応｣商
事法務1754号 (2006年)10頁の弥永発言も参照｡
実質的な内容をもつ法務省令の規定は,例えば,親子会社の概念 (会社法施行規
則3条),株式相互保有の実質的支配可能性 (同67条),内部統制システムに関する
詳細 (同98条,100条,112条),監査役の基本姿勢 (同105条2項),会計監査人の
基本姿勢 (同110条2項),違法な剰余金の配当等について責任を負う者の範囲 (会
社計算規則187条),剰余金の配当に関する実質的規律などがある｡
189)岩原 ･前掲注164･11頁 (｢実質的な会社法規範の形成権の重要な部分が,国会
その他の立法に関与する機関から,規則制定権を有する法務省の担当官や,企業会
計基準委員会,およびそれらに強い影響力を持ちうる主体に移｣つた)｡
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テイブにより,法務省が適切と考える独自のポリシーに基づいて,事前に法務
省令で詳細な解決を提供しようとしている190)｡会社法の暖昧性や疑義を解決
し明確にするのは法務省と法務省令であるべきであると考えているようなの
で,行政主導モデルというべきである｡
このように,日本の新会社法の立法ポリシーの特徴は,行政の主導による積
極的な成文化にある｡その特徴が端的に表れているのは,法務省令-の大量の
委任と,詳細で実質的な法務省令の規定である｡新会社法では,なぜこのよう
な立法ポリシーが採られているのだろうか｡それを考える前提として,まず立
法ポリシーの決定に影響を与えた者は誰なのかを考える｡
B.新会社法の立法過程
デラウエア会社制定法の立法過程のように,新会社法の立法過程を独占的に
支配する者はいない｡デラウエア会社制定法の立法においては,デラウェア州
の法曹団体という同質的な集団が立法過程を事実上支配していた｡共通の利害
関係を持つ同質的な集団が支配しているので,その集団の意思が立法ポリシー
に直接反映していると考えることができた｡しかし,新会社法の立法過程にお
いては,デラウェア州のように同質的なメンバーが立法の全過程を支配してい
るわけではない｡
新会社法の立法においては,まず,法制審議会会社法現代化部会でその基本
190)法務省がこのような役割を担うことができるかどうかについては,大きな疑問
がある｡例えば,稲葉 ･論点解明12頁 (｢行政庁としての法務省において,独自の
政策決定をすることは,考えられない｡｣私的秩序のあるべき姿がどのようなもの
であるかは｢-法務省の内部的な検討のみによって結論を出すべきものではない｣)0
法務省の積極的なイニシアティブは,2005年11月29日に公表された当初の9本の
法務省令案では特に顕著だった｡例えば,上村教授は,当初パブリックコメントに
付された9本の法務省令の規定のなかには,定款の定めによらなくても取締役会が
議決権行使の代理人資格の制限を定めることができることを定めていた株主総会省
令案3条5号のように,｢学説上大いに見解が分かれている問題について,自分た
ちが決着を付ける,自分たちの見解が正しいに決まっているとの姿勢｣で作成され
たものがあるとする｡上村 ･前掲注182･4頁｡
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的な内容が審議され191),｢会社法制の現代化に関する要綱｣が取 りまとめら
れた｡一応それに基づいて,法務省民事局参事官室の会社法担当スタッフ (以
下,立案スタッフと呼ぶ)により会社法の法案が作成されたとされる192)｡ し
かし,法制審議会で議論されていなかったことが法案として提出され,立法化
されているので193),法制審議会会社法現代化部会ではなく,立案スタッフが
会社法の立法ポリシーの決定に大 きな影響 を与えたと考えることがで き
る194)｡
立案スタッフは共通の目的や意図を持っていたといえるだろうか｡新会社法
の法案作成に携わった立案スタッフの出身母体は様々である｡判事出身の局付
検事,検察出身の局付検事に加え,経済産業省などの他の省庁,学者,大手法
律事務所の弁護士,大手監査法人の公認会計士等からの出向者も,新会社法の
法案作成作業に加わった195)｡このように,ある一つの出身母体がその作成過
191)会社法の基本的な内容の審議は,法制審議会会社法現代化部会で行われた｡法
制審議会会社法現代化部会の委員 ･幹事は,弁護士会の代表,経済界の代表,中小
企業団体の代表,公認会計士協会の代表,税理士会の代表,研究者,経済産業省と
金融庁の関係省庁等によって構成されていた｡出身母体の性格を反映して,委員の
意見は対立した｡株主や会社債権者の権利を重視して,従来の会社法原則を大きく
変えることに憤重な研究者や弁護士の委貞と,規制複和と経営の裁量の拡大を求め
る経済界,中小企業団体,経済産業省出身の委員との意見の対立があった｡前者よ
りも後者の政治的影響力の方が圧倒的に強く,新会社法や関連法務省令起草担当ス
タッフも規制緩和に積極的だったため,後者の考えが ｢会社法制の現代化に関する
要綱｣と,その後の会社法案やその法務省令の作成に大きく反映された｡岩原 ･前
掲注164･8-9頁参照｡さらに,法務省令をめぐる起草スタッフと学者との間の意
見の相違については,上村 ･前掲注182･2頁以下を参照｡政治的影響力については,
稲葉 ･郡谷対談145頁 (郡谷発言)を参照｡
192)法務省令も同様なスタッフにより作成されたようである｡
193) ｢会社法制の現代化に関する要綱｣には記されていなかったことが新会社法の
中には多く取り込まれた｡江頭 ･前掲注188･3-7頁｡法務省令への委任という手
法を多用することの是非も法制審議会で議論されていない｡稲葉 ･郡谷対談148頁
(郡谷発言)参照｡
194)但し,会社法の実際の立法過程がどのようなものであったかは明確に説明され
ていない｡法案作成の過程,法務省令作成の過程がどのようなものであったのかも
明確にされていない｡稲葉 ･論点解明18頁｡
195)新会社法の法案作成作業を行ったのは,法務省民事局参事官室の会社法担当ス
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程を支配しているというわけではないので,法案作成作業に従事したスタッフ
全員が共通した目的や意図を持っていたかどうかは不明である｡しかし,大手
法律事務所からの局付スタッフは,実務的な観点から規制緩和に積極的であり,
判事 ･検事出身のスタッフも,伝統的な会社法の原則からの離脱に積極的で
あったようであるので196),立案スタッフの大部分は会社法の規制緩和や概念
の再構築に肯定的であったと考えられる｡そのため,本稿では,単純化のため,
特に断らない限り,立案スタッフ全員があたかも統一の意思をもって会社法の
法案作成作業を行ったかのように仮定することにする｡さらに,叙述の便宜の
ため,法務省を擬人化し,法務省民事局参事官室の会社法担当スタッフ (立案
スタッフ)の意思が会社法の立法過程における法務省の意思であるかのように
仮定して叙述する｡
(未完)
*本稿は,財団法人日本証券奨学財団による研究助成と,科学研究費補助金 (若
手研究(B) による成果の一部である.
タッフである｡従来の会社法立法と比べると,新会社法立法の担当スタッフの数は
大幅に増え,その出身母体も多様になった｡主な者は,判事出身の局付検事 (1名),
検事出身の局付検事 (1名),大手法律事務所からの出向の局付の弁護士 (4名),
大手監査法人から出向の調査員 (1名),新会社法立法で中心的な役割を果たした
経済産業省からの出向者などである (括弧内は延べ人数)｡担当スタッフの数と出
身母体の変遷について,詳しくは,岩原･前掲注164･8-9頁,特に9頁 (注1)
を参照｡
196)岩原･前掲注164･9頁 (注1)0
